
福島復興産業人材育成塾（復興庁事業）

背景・必要性

 東日本大震災・東電福島第一原発の事故に伴い、避難指示が出されたこと等の影響を受け、福島12市町村は厳し
い事業環境下に置かれている。

 「福島12市町村の将来像に関する有識者検討会 提言」（平成27年７月30日）において述べられているように、福
島12市町村の産業の再生・事業の創出のためには、将来を見据えた産業人材を育成することが必要。

取組のポイント

 「福島復興産業人材育成塾」は、先行して避難指示が解除され、また、地元から要望があった福島県田村市を中心
に、厳しい状況に立ち向かい地域のリーダーとなる産業人材を育成するモデル事業。

 塾生は、専門家からの講義、助言を受けつつ、地域の未来を拓く新たな事業構想を練り上げるとともに、地域の中核
リーダーとしての自らの役割について宣言を行い、卒塾後、地域の産業を牽引する人材となることを目指す。

 また、広域の塾生相互の学び合い、支え合いを通じ、地域の中核人材のネットワークを形成。

塾 長 ： 大山健太郎（アイリスオーヤマ株式会社代表取
締役社長）

講 師 ： オリンピック・パラリンピック等経済界協議会（三
井住友海上、ＮＥＣ）、有限責任あずさ監査法人、
PwCあらた有限責任監査法人、新日本有限責
任監査法人、有限責任監査法人トーマツ、日本
政策投資銀行、ＮＰＯ法人ＥＴＩＣ．

塾 生 ： 12名 （田村市、川内村、三春町、小野町在住）
協 力 ： 田村市、川内村、三春町、小野町、福島県、

田村地区商工会広域連携協議会、田村青年
会議所、川内村商工会、東邦銀行、大東銀行、
福島銀行 等

スケジュール

10月9日 育成塾開講式

10月～12月 オリンピック・パラリンピック等経済界協
議会、NPO法人ETIC.による勉強会
※挑戦マインドの醸成、事業構想作成
のための基礎知識の習得

12月10,11日 構想素案発表会

12月下旬～ 監査法人によるメンタリング
※構想の具体化、磨き上げ

3月26日 構想最終発表会
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